
静岡県児童福祉施設等物価高騰対策支援金交付要綱

第１ 趣旨

知事は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける静岡県内の児童福祉

施設等に対して、サービスの質の低下を防止し、安定的な運営を支援するため、予算

の範囲内において児童福祉施設等物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を

交付するものとし、その交付に関しては、静岡県補助金等交付規則（昭和 31 年静岡

県規則第 47 号）及びこの要綱に定めるところによる。

第２ 定義

(1) この要綱において、「保育所等」とは、別表１に定める保育所、幼保連携型認

定こども園、幼稚園型認定こども園、地方裁量型認定こども園、新制度移行幼稚

園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所及び認可外保育

施設をいう。

(2) この要綱において、「児童養護施設等」とは、別表１に定める児童養護施設、

地域小規模児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設、児童自立生活援助事業所

（Ⅰ型、Ⅱ型）、ファミリーホーム、里親及び福祉型障害児入所施設をいう。

第３ 対象

支援金の交付対象となる者は、別表２のとおりとする。

第４ 交付額等

支援金の交付額は、別表３のとおりとする。

第５ 交付の申請

(1) 提出書類 各 1部

ア 交付申請書（様式第１号）

イ 支援金申請額内訳書（様式第２号）

ウ 振込先金融機関の口座が確認できる、通帳のコピー等

エ その他知事が必要と認める書類

(2) 提出期限

別に定める日まで

第６ 申請の取下げ

申請者は、支援金の交付申請を取り下げようとする場合は、その旨を記載した書面

を知事に提出しなければならない。

第７ 交付の決定及び確定等

(1) 知事は、申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは交付

決定兼交付確定（以下「交付決定」という。）を行い、その内容を交付決定兼交

付確定通知書（様式第３号）により申請者に通知する。



(2) (1)の場合において、申請内容が不適当と認められたときは、その内容を不交

付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知する。

第８ 申請が行われなかった場合等の取扱い

(1) 第５に定める提出期限までに申請書類の提出がなかった場合は、交付対象者

が支援金の交付を受けることを辞退したとみなす。

(2) 知事が申請書等を受付した後、申請書等の不備があり、知事が申請者に補正

を求めたにもかかわらず、補正が行われず、申請者の責に帰すべき事由により

交付できなかったときは、当該申請が取り下げられたものとみなす。

(3) 知事が交付決定を行った後、申請書等の不備による振込不能等があり、知事

が申請者に補正を求めたにもかかわらず、補正が行われず、申請者の責に帰す

べき事由により交付できなかったときは、当該申請が取り下げられたものとみ

なす。

第９ 支援金の返還

(1) 知事は、交付決定後に、交付要件に該当しないことが明らかとなった者又は

偽りその他不正の手段により交付を受けた者に対して、交付決定を取り消すこと

ができる。

(2) 知事は、(1)の規定により、支援金の交付決定を取り消した場合において、既

に支援金が交付されているときは、当該交付を受けた申請者に対し、期限を定め

てその返還を命ずるものとする。

第 10 支援金の交付

知事は、支援金の交付に当たっては、第７で決定した支援金の額を申請者が指定す

る金融機関口座へ入金するものとする。

第 11 加算金及び延滞金

(1) 申請者は、第９(1)により支援金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合

において、支援金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る支援金の受領の日

から納付の日までの日数に応じ、当該支援金の額（ その一部を納付した場合に

おけるその後の期間については、既納額を控除した額）100 円につき１日３銭の

割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。

(2) 申請者は、支援金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったと

きは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額 100 円につき

１日３銭の割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。

(3) (1)の規定により加算金を納付しなければならない場合において、申請者の納

付した金額が返還を命ぜられた支援金の額に達するまでは、その納付金額は、ま

ず当該返還を命じた支援金の額に充てられたものとする。

(4) (2)の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還の請求

を受けた支援金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後

の期間にかかる延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除



した額によるものとする。

(5) 知事は、交付対象者が(1)又は(2)の規定により支援金に係る加算金又は延滞

金を納付する場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、申請者の

申請により、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。

第 12 書類の整備等

(1) 申請者は、第５に定める書類については、帳簿及び全ての証拠書類を備えて

おかなければならない。

(2) 申請者は、(1)の帳簿及び証拠書類を交付を受けた日の属する年度の終了後５

年間、知事の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかな

ければならない。

第 13 検査及び報告

(1) 知事は、支援金の適正な交付のため、必要に応じて申請者に対して、検査、

報告、その他必要な措置（ 以下「検査等」という。）を求めることができる。

(2) 申請者は、検査等の求めがあったときは、これに応じなければならない。

第 14 受給権の譲渡又は担保の禁止

支援金の交付の受ける権利は、譲り渡し、又は担保にしてはならない。

第 15 その他

この要綱に定めがない事項は、知事が別に定める。

附 則

この要綱は、令和７年３月５日から施行し、令和６年度及び令和７年度分の支援金

に適用する。



別表１（第２関係）

区分 定義

保育所

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 39 条第１項に規

定する保育所（就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）（以

下「認定こども園法」という。）第３条第 1項の認定を受け、

同条第 10 項の規定により公示された施設を含む。）

幼保連携型

認定こども園

認定こども園法第２条第７項に規定する幼保連携型認定こ

ども園

幼稚園型

認定こども園

学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する幼

稚園のうち、認定こども園法第３条第１項又は第３項の認

定を受け、同条第 10 項の規定による公示がされた施設

地方裁量型

認定こども園

児童福祉法第59条の２の規定による届出を行っている施設

のうち、認定こども園法第３条第１項の認定を受け、同条

第 10 項の規定による公示がされた施設

新制度移行幼稚園

学校教育法第 1条に規定する幼稚園のうち、子ども・子育

て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 31 条第 1項の確認を

受けた施設

家庭的保育事業所
児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業を

行う事業所

小規模保育事業所
児童福祉法第６条の３第10項に規定する小規模保育事業を

行う事業所

事業所内保育事業所
児童福祉法第６条の３第12項に規定する事業所内保育事業

を行う事業所

認可外保育施設

児童福祉法第59条の２の規定による届出を行っている施設

（地方裁量型認定こども園及び児童福祉法第６条の３第 11

項に規定する居宅訪問型保育事業を行う事業所を除く。）

児童養護施設 児童福祉法第 41 条に規定する児童養護施設

地域小規模

児童養護施設

平成12年５月１日付け児発第489号厚生省児童家庭局長通

知「地域小規模児童養護施設の設置運営について」に規定

する地域小規模児童養護施設



乳児院 児童福祉法第 37 条に規定する乳児院

母子生活支援施設 児童福祉法第 38 条に規定する母子生活支援施設

児童自立生活援助事

業所（Ⅰ型、Ⅱ型）

児童福祉法第６条の３第１項に規定する児童自立生活援助

事業を行う事業所

ファミリーホーム
児童福祉法第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童

養育事業を行う事業所

里親 児童福祉法第６条の４第１項に規定する養育里親

福祉型障害児入所施設 児童福祉法第42条第１号に規定する福祉型障害児入所施設



別表２（第３関係）

別表３（第４関係）

区分 支援金の交付対象となる者

保育所等
令和７年２月１日時点で静岡県内において保育所等を設

置する者（市町長を除く。）

児
童
養
護
施
設
等

児童養護施設等

（里親を除く。）

令和７年２月１日時点で静岡県内において児童養護施設

等（里親を除く。）を設置する者（市町長を除く。）

里親

令和７年２月１日時点で静岡県内において児童福祉法第

６条の４第１項に規定する養育里親として、児童福祉法

第 27 条第１項第３号による児童の委託を受けている者

区分 支援金の交付額

保
育
所
等

１ 各施設・事業所の支援金の交付額は、定員区分に応じ、それぞれ次

に掲げる額とする。

(1) 定員 179 人以下 1,125 円に定員を乗じて得た額

(2) 定員 180 人以上 202,500 円

２ 定員とは、次に掲げるものをいう。

(1) 保育所等（認可外保育施設を除く。）にあっては、子ども・子育

て支援法第 27 条第 1項又は第 29条第 1項の確認において定める令

和７年２月１日時点の利用定員をいう。

(2) 認可外保育施設にあっては、各施設が令和７年２月１日時点で定

める小学校就学前の子どもに係る定員をいう。

３ ０～２歳児を保育している保育所等（認可外保育施設を除く。）につ

いては、利用児童数区分に応じ、それぞれ次に掲げる額を加算する。

(1) 利用児童数 179 人以下 1,600 円に利用児童数を乗じて得た額

(2) 利用児童数 180 人以上 288,000 円

４ 利用児童数とは、次に定めるものをいう。

子ども・子育て支援法第 19 条第１項第３号に掲げる教育・保育給付

認定に係る小学校就学前子ども及び第２号に掲げる教育・保育給付認

定に係る小学校就学前子ども（令和６年３月 31 日に満３歳以上であっ

たものを除く。）の令和７年２月１日時点の利用児童数をいう。



児
童
養
護
施
設
等

児
童
養
護
施
設
等
（
里
親
を
除
く
。）

１ 各施設・事業所ごとの支援金の交付額は、定員区分に応じ、それぞ

れ次に掲げる額とする。

(1) 定員 59 人以下 24,500 円に定員を乗じて得た額

(2) 定員 60 人以上 1,470,000 円

２ 定員とは、次に定めるものをいう。

(1) 児童養護施設、地域小規模児童養護施設、乳児院、母子生活支援

施設及び福祉型障害児入所施設においては、都道府県知事又は指定

都市の長が認可した令和７年２月１日時点で定める定員（母子生活

支援施設については、世帯数とする。）をいう。

(2) 児童自立生活援助事業所（Ⅰ型、Ⅱ型）及びファミリーホームに

あっては、児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号）第１

条の 17又は第 36条の 12において定める運営規程に定められた入居

定員をいう。

(3) (1)及び(2)の事項にかかわらず、都道府県知事又は指定都市の長

が暫定定員を定めた時は、令和７年２月１日時点の暫定定員とする。

里
親

１ 里親への支援金の交付額は、24,500 円に委託児童数を乗じて得た額

とする。

２ 委託児童数とは、令和７年２月 1日時点で静岡県内において児童福

祉法第６条の４第１項に規定する養育里親へ児童福祉法第27条第１項

第３号により委託されている児童数とする。



様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

　　令和 年 月 日

様

（所 在 地）

（ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ ）

（名　　称）
（ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ ）

（代表者の役職・氏名）

(個人の場合は、住所及び氏名を記載すること。)

　　申請額　：　金 円 （うち保育所等 円）

（うち児童養護施設等 円）

（添付書類）
１ 様式第２号　支援金申請額内訳書

２ 振込先金融機関の口座が確認できる、通帳のコピー等
　※金融機関名、支店名、預金種別、口座番号、口座名義人等が記載されていること

３ その他知事が必要と認める書類

【振込先金融機関口座記入欄】

金融機関名

口座名義

【申請内容に関する連絡先】

〒

静岡県児童福祉施設等物価高騰対策支援金交付申請書

　静岡県知事　氏　　名

〒

　静岡県児童福祉施設等物価高騰対策支援金の交付を受けたいので、静岡県児童福祉施設
等物価高騰対策支援金交付要綱第５の規定により、関係書類を添えて申請します。

銀行 ・ 金庫 ・
組合 ・農協 ・漁連 金融機関コード

支店名
本店 ・ 支店 ・
本所 ・ 出張所 ・支所 支店コード

預金種目 普通 ・ 当座 口座番号

フリガナ

 申請者所属先所在地

受付欄（記入不要）

 所属名

 作成者
（役職・氏名）

電話番号

e-mail

連絡先



様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

保育所等

児童養護施設等

合計

（記載上の注意事項）

1 行が不足する場合には適宜行を追加して差し支えないが、列の挿入は絶対に行わないこと。

2 ②欄には、要綱第２の定義に基づき「保育所等」又は「児童養護施設等」と記載すること。

3 ③欄には、別表により小区分を記載すること。

4

5

6

支援金申請額内訳書

⑥欄には、要綱別表３に定める施設ごとの定員を記載すること。

⑦欄には、要綱別表３に定める施設ごとの利用児童数を記載すること【保育所（保育所型認定こども園含む）、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園、地方裁量型認定こど
も園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所のみ】。

⑧欄には、要綱別表３により計算した支援金の交付申請額を記載すること。

No.
施設・事業所名 大区分 小区分 電話番号 施設・事業所の所在地 定員(人） ０～２歳児の利用児童数(人) 申請額（円）

申請額合計（円）



様式第２号別表

大区分 様式第2号③に記載する小区分

保育所

幼保連携型認定こども園

幼稚園型認定こども園

保育所型認定こども園

地方裁量型認定こども園

新制度移行幼稚園

家庭的保育事業所

小規模保育事業所

事業所内保育事業所

認可外保育施設

児童養護施設

地域小規模児童養護施設

乳児院

母子生活支援施設

児童自立生活援助事業所（Ⅰ型、Ⅱ型）

ファミリーホーム

里親

福祉型障害児入所施設

保育所等

児童養護施設等



様式第３号（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

第 号

令和 年 月 日

（支援金交付対象事業者） 様

静岡県知事 氏 名 印

支援金の交付について（決定及び確定）

令和 年 月 日付けで申請のあった静岡県児童福祉施設等物価高騰

対策支援金の交付について、次のとおり決定し、及び確定します。

なお､この補助金は､補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の適用

を受けます。

１ 交付額 金 円

２ 交付の条件

(1) 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律を遵守すること。

(2) 静岡県補助金等交付規則及び静岡県児童福祉施設等物価高騰対策支援

金交付要綱を遵守すること。



様式第４号（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

第 号

令和 年 月 日

（支援金交付申請事業者） 様

静岡県知事 氏 名 印

支援金の交付について（不交付決定）

令和 年 月 日付けで申請のあった静岡県児童福祉施設等物価高騰

対策支援金の交付について、不交付を決定します。

不交付決定理由： ○○であるため


